別添３

平成24年度地域主導型再生可能エネルギー事業化検討委託業務に関する提案書
提案書作成責任者
(作成注)企業名/団体名及び所属、氏名、電話番号、ＦＡＸ番号、メールアドレスを記載してください。複数の企業・団体が共同で提案を行う場合は、「提案書作成責任者」の下に、表を追加して、「共同提案者」に関する情報も記載してください。
	団体名・所属
	

	氏名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	メールアドレス
	


０．はじめに
　本書は、平成24年度地域主導型再生可能エネルギー事業化検討委託業務公募要領を遵守し、その実施方法等に関する提案を行うものである。また、本業務の実施に当たっては、本提案書を基にして業務を行うものとしてください。
１．業務の基本方針と目的
　公募要領をふまえ、住民参画の方法や地域の現状を中心に、業務を行う目的を記述してください。
	


※Ａ４版１枚以内とします。
２．地域の特性
本業務で再生可能エネルギー事業化計画を検討する予定地域の概要と特性を記載してください。
また、これまで行われきた調査結果や統計資料などを基に、再生可能エネルギー導入の可能性についても記載してください。
	


※Ａ４版２枚以内とします。

３．協議会の構成

３－１．構成団体

　本業務を推進する協議会について、協議会の組織概要として、名称、所在地、代表者、構成メンバー・団体、事務局体制等について、記載してください（協議会等がまだ設立されていない場合は、想定する組織概要、構成メンバー・団体等について記載してください。）。また、協議会の設置目的・活動内容について記載してください。

	（１）協議会等の概要

名称

所在地
設立時期
構成員（代表者氏名の前に◎印を付してください。）
氏名
所属
協議会における役割
（２）設置目的・活動内容




※A４版３枚以内に記入してください。

３－２．コーディネーター候補
　地域の再生可能エネルギー事業推進の中核となるコーディネーターについて、提案書作成者が考えるコーディネーターの役割およびコーディネーター候補（2名以上）について記載してください。

	＊主に以下の点について説明すること。

・コーディネーターの役割
・コーディネーター候補の所属、経歴、地域における活動実績等について説明すること。

・コーディネーター候補が地域で継続的に活動できることを説明すること。




※A４版１枚以内に記入してください。
３－３．地方公共団体と協議会の関係
　業務対象地域の地方公共団体と協議する場の設定や協議の方法について記載してください。

	＊地方公共団体が提案書作成者であり、協議会等の事務局を担う場合、専任の担当者の配置有無、継続的関与が可能な体制の有無についても示してください。



※A４版１枚以内に記入してください。

３－４．これまでの実績

　再生可能エネルギー又は地球温暖化防止分野での応募法人の活動実績を記述してください。既に本業務を推進する協議会等が存在する場合には、協議会等としての活動と、協議会等以外の活動の区別が分かるようにしてください。この分野の活動実績がない法人が申請する場合、協議会等の構成員・構成団体の活動実績を記述してください。
	


※A４版２枚以内に記入してください。

４．業務の実施方法

４－１．事業化計画の対象とする再生可能エネルギー事業
本業務で対象とする再生可能エネルギー事業（以下、対象事業）の概要を記載してください。複数の事業計画を策定する場合には、再生可能エネルギー事業ごとに表を設け、それぞれに理由を記載してください。同種のエネルギーであっても事業形成手法が大きく異なるような場合には分けて整理してください。
	対象事業の概要

対象とする再生可能エネルギー事業の種類
上記エネルギーの選定理由
候補地

想定事業規模

想定事業費

事業概要

＊燃料製造、熱供給事業などの場合、需要先候補についても示すこと）

事業の検討状況

＊初期調査の有無、権利関連等の調査などの検討状況を示すこと。

事業の成立条件、実現するまでに解決すべき課題
その他
＊上記以外で補足があれば示すこと。

＊対象とするエネルギー事業が複数ある場合は、表を追加して記載してください。



※対象とするエネルギー事業１つにつきA４版２枚以内（合計6枚以内）に記載してください。
４－２．本業務の進め方、事業化計画実現のための方針
　この業務の中で再生可能エネルギー事業の事業化計画を策定するに当たり、業務実施体制、協議会等が進めようとする協議・検討の方法等、事業化計画を実現させるための事業主体、事業スキーム、資金調達の考え方に関して具体的に記載してください。
	（１）業務の実施体制

＊協議会等の事務局の実施体制について、図を交えて説明してください。

（２）事業化の進め方
＊①協議会等の立ち上げから事業化計画策定までの協議・検討の進め方、②協議会等の意思決定の方法、③透明性、④継続性、⑤協議会への住民参加・地域における合意形成の考え方等について説明してください。
（３）事業主体、事業スキーム

＊対象事業の事業主体、事業スキームについて説明すること。（複数の事業を検討し、事業ごとに事業主体、事業スキームが異なる場合は、事業ごとに説明してください。）。
（４）資金調達の考え方

＊検討対象とする再生可能エネルギー事業に必要となる資金について、現時点で想定している資金調達の考え方・方法、協議する関連組織（地元金融機関、地方公共団体等）、検討すべき課題等について説明してください。



※A４版５枚以内に記載してください。
４－３．その他活動計画

上記以外に、地域住民の参加や関連組織の連携強化につながる活動などについて計画を記載してください。

	


※A４版１枚以内に記載してください。
５．業務計画

５－１．本業務の実施計画
　単年度で終了する予定の場合は今年度分のみを、２年間又は３年間の業務計画がある場合は該当する期間について記述してください。また、到達目標については年度ごとに定量的に記述してください。

（今年度）
	時　期
	内　　　　　容

	
	

	到達目標


	


※A４版２枚以内で記入してください。

（第2年度）
	時　期
	内　　　　　容

	
	

	到達目標


	


※A４版１枚以内で記入してください。

（第3年度）
	時　期
	内　　　　　容

	
	

	到達目標


	


※A４版１枚以内に記入してください。

５－２．本業務終了後の展望
本業務の成果を基に、業務終了後、対象事業の事業化以外に再生可能エネルギーの普及拡大を長期的に進めるために、どのような活動を行っていくのかを記載してください。

	


※A４版１枚以内に記入してください。
５－３　　組織の環境マネジメントシステム認証取得状況
	 認証の有無：　　　　認証期間：

	 認証の名称：



注１　証明書の写しを添付してください。
注２　事業者の経営における主たる事業所（本社等）において、取得しているものに限ります。
注３　申請中の場合は、その旨を明記し、開札前までに証明書の写しを提出したものについて加点対象とします。
※別紙「環境マネジメント認証制度の例」を参考にしてください。


